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静岡市環境基本条例 

平成16年3月25日 

条例第34号 
改正 平成18年10月16日条例第110号 

目次 

前文 

第１章 総則(第１条―第10条) 

第２章 環境の保全に関する基本的施策(第11条―第24条) 

第３章 施策の推進体制の整備等(第25条―第28条) 

第４章 地球環境の保全の推進(第29条・第30条) 

第５章 環境審議会及び環境政策会議(第31条・第32条) 

第６章 雑則(第33条) 

附則 
私たちの静岡市は、静岡県の政治、経済、文化及び情報

の中枢都市として機能する一方、高峰が連なる南アルプスか
ら景勝三保の松原に代表される駿河湾に至る広大な市域を
有している。その中には、国土の保全や水源のかん養等の多
面にわたる機能を有し、先人が守り育ててきた森林があり、全
国に誇れる清澄な水が流れ、まちなかの水辺や緑といった身
近な自然があり、長い歴史に培われた都市がある。そして、こ
れらの豊かな環境は、市民に潤いと活力を与え、その生活や
文化を育み、賑わいのあるまちの基礎となり、市民の誇るべき
財産となってきた。 
しかし、今日の発展を支えてきた事業活動や利便性を追求

した生活の営みは、資源やエネルギーを大量に消費し、私た
ちの社会を取り巻く環境に多大な負荷を与え、更に私たちの
生活そのものを脅かす要因の一つとなっている。今日の環境
問題は、一地域だけの問題にとどまらず、地球温暖化、野生
生物の種の減少等地球全体に影響を及ぼす問題となってい
る。 
私たちは、豊かな環境を享受する権利を有するとともに、か

けがえのない環境を将来の世代に引き継いでいく責務がある
との認識の下に、環境を構成する大気、水、土壌等への負荷
が自然界の物質の適正な循環を損なわないよう、環境と人の
活動との調和を図りながら、これまで以上に環境への配慮を
基本としたまちづくりを総合的かつ計画的に推進していかなけ
ればならない。 
静岡市は、このまちに集う人の協働により、市の豊かな環境

を守り、維持し、又は回復するのみならず、より良い環境を創り
出すことを含めた環境の保全を進め、ひいてはすべての市民
が健康で文化的な生活を営むことができる良好な環境を創造
するため、市民の総意として、この条例を制定する。 
 

第１章 総則 
（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全について、市の基本理念を
定め、並びに市民、事業者及び市の責務を明らかにすると
ともに、環境の保全に関する施策の基本的な事項を定める
ことにより、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的
に推進し、もって現在及び将来のすべての市民が健康で文
化的な生活を営むことのできる良好な環境の創造に資する
ことを目的とする。 
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。 

（１） 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響で
あって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるもの
をいう。 

（２） 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の
人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水

質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化す
ることを含む。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱
物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。）及び悪臭
によって、人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係
のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及
びその生育環境を含む。）に係る被害が生ずることをいう。 
（良好な環境の保全と将来への継承） 

第３条 すべての者は、市民にとって安らぎや潤いが実感でき
る健康で快適な生活を営む上で必要とする良好な環境を保
全し、これを将来の世代へ継承していかなければならない。 
（環境の共有性の認識） 

第４条 すべての者は、市のいずれの地域における環境も、
すべての市民共有の財産であるとの認識の下、生態系の多
様性に配慮しつつ、自然との触れ合いのあるまちの実現を
目的として、自然環境を維持し、及び向上させることについ
て、行動しなければならない。 
（環境の有限性の認識） 

第５条 すべての者は、環境に関する資源が有限であるとの
認識の下、環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な
まちを構築することを目的として、自主的かつ積極的に行動
しなければならない。 
（地球環境への影響の認識） 

第６条 すべての者は、その日常生活、事業活動及び施策に
おいて、それが地球環境に影響を及ぼしうることを認識しな
ければならない。 
（環境の保全の尊重） 

第７条 第３条から前条までに定める理念を実現するため、市
民、事業者及び市がそれぞれの責務に応じた公平な役割を
分担し、その社会的経済的活動を行う際に、環境の保全を
最大限尊重しなければならない。 
（市民の責務） 

第８条 市民は、第３条から前条までに定める理念（以下「基
本理念」という。）にのっとり、環境の保全上の支障を防止す
るため、その日常生活において、環境への負荷の低減及び
自然環境の適正な保全に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、市民は、基本理念にのっとり、地
域の自然的社会的条件に応じた環境の保全に自ら努めると
ともに、市が実施する環境の保全に関する施策に協力する
責務を有する。 
（事業者の責務） 

第９条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行う
に当たっては、これに伴って生ずる公害を防止し、及び自然
環境を適正に保全するために必要な措置を講ずる責務を
有する。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防
止するため、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を
行うに当たっては、当該事業活動に係る製品その他の物が
使用され、又は廃棄されることにより生ずることとなる環境へ
の負荷の低減に資するよう努めるとともに、その事業活動に
おいて、再生資源その他の環境への負荷の低減に資する
原材料、役務等を利用するように努めなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、
自らも地域の一員であるとの認識の下に、その事業活動に
伴い生ずる環境への負荷の低減、周辺の景観の確保その
他の環境の保全に自ら努めるとともに、市が実施する環境
の保全に関する施策に協力する責務を有する。 
（市の責務） 

第10条 市は、基本理念にのっとり、自ら率先して環境への負
荷を低減するよう努めなければならない。 

２ 市は、基本理念にのっとり、環境の保全に関し、市の自然
的社会的条件に応じた基本的かつ総合的な施策を策定し、
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及び実施する責務を有する。 
３ 市は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、環境の
保全を図るうえで市民及び事業者並びにこれらが組織する
団体（以下「市民等」という。）の意見の聴取及び反映に努め
るとともに、市民等が環境の保全のために行う活動を支援し、
及びこれに協力する責務を有する。 

 
第２章 環境の保全に関する基本的施策 

（環境基本計画） 
第11条 市長は、市の自然的社会的条件に応じた環境の保
全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、市の
環境の保全に関する基本的な計画（以下「環境基本計画」と
いう。）を策定しなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものと
する。 

（１） 環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 
（２） 環境の保全のために、市民、事業者及び市のそれぞれ
が配慮すべき事項 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市の自然的社会的条件に
応じた環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推
進するために必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画の策定に当たっては、市民等の意
見を聴取し、これを環境基本計画に反映することができるよ
う必要な措置を講ずるとともに、第31条に規定する静岡市環
境審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、環境基本計画を策定したときは、速やかにこれを
公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更の場合について準
用する。 
（年次報告書） 

第12条 市長は、各年度における市の環境の状況、環境の保
全に関する施策の実施、評価等を明らかにした報告書（以
下「年次報告書」という。）を作成し、及び公表しなければな
らない。 
（施策の評価） 

第13条 市は、市の環境に影響を及ぼすと認められる施策の
策定及び実施に当たっては、環境基本計画との整合を図る
とともに、環境の保全についての配慮を行うため、第32条に
規定する環境政策会議における検討、調整及び着手後に
おける評価を経てその結果を反映する措置を講ずるものと
する。 

２ 前項の検討、調整及び評価は、当該施策の内容が基本理
念に合致するものであるか否かを基準として行われなけれ
ばならない。 
（環境影響評価のための措置） 

第14条 市は、市の環境に影響を及ぼすと認められる事業の
実施に当たっては、あらかじめその事業に係る環境への影
響について調査、予測又は評価を行い、その結果に基づき、
環境の保全について適正な配慮をしなければならない。 

２ 市は、市の環境に影響を及ぼすと認められる事業を行う事
業者が、あらかじめその事業に係る環境への影響について
自ら適正に調査、予測又は評価を行い、その結果に基づき、
環境の保全について適正な配慮をすることができるように必
要な措置を講ずるものとする。 
（規制の措置） 

第15条 市は、公害を防止するため、公害の原因となる行為
に関し必要な規制の措置を講じなければならない。 

２ 市は、自然環境の保全を図るため、生態系の多様性の確
保等の自然環境の適正な保全に対して支障を及ぼすおそ
れがある行為に関し必要な規制の措置を講じなければなら
ない。 

３ 前２項に定めるもののほか、市は、環境の保全上の支障を
防止するため、必要な規制の措置を講ずるように努めなけ
ればならない。 
（公害等の処理） 

第16条 市は、公害その他の環境の保全上の支障となる事象

について、必要に応じ他の関係機関と協力してその適正か
つ迅速な処理に努めるものとする。 
（環境の保全に関する協定） 

第17条 市は、環境の保全を図るために特に必要があると認
めるときは、市民等が実施する環境の保全に関する措置に
ついて、市民等との間に公害の防止その他の環境の保全に
関する協定を締結し、その履行を確保するものとする。 
（環境への負荷を低減させる措置等） 

第18条 市は、環境への負荷を低減させるため、施設の整備
その他の措置が市民等により講じられることが、必要である
と認めるときは、適正な助成その他の措置を講ずるものとす
る。 

２ 市は、環境への負荷の低減を図るために特に必要があると
認めるときは、市民等に適正な経済的負担を求めることによ
り、自ら環境への負荷の低減に努めることを促す措置を講
ずるものとする。 

３ 市は、環境への負荷の低減に資する技術の開発、製品の
製造、役務の提供等を行う産業を振興するため、必要な措
置を講ずるよう努めるものとする。 
（資源の有効利用の促進に向けた取組） 

第19条 市は、廃棄物の発生の抑制その他の環境の保全に
資するため、それぞれの資源の特性に応じた有効な利用の
確保を図るよう必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、環境物品等（国等による環境物品等の調達の推進
等に関する法律（平成12年法律第100号）第２条第１項に規
定する環境物品等をいう。）への需要の転換を図るとともに、
これを促進する意義に関し市民等の理解を深めるよう必要
な措置を講ずるものとする。 

３ 市民等は、前項に規定する環境物品等への需要の転換を
図る活動を促進するよう努めるものとする。 
（環境への負荷の少ないエネルギーの利用への転換等） 

第20条 市は、地球温暖化の防止その他の環境の保全を図
るため、太陽光、風力等の環境への負荷の少ないエネル
ギーの利用への転換及び化石燃料の効率的な利用を推進
するものとする。 

２ 市は、市民等に対して、環境への負荷の少ないエネル
ギーの利用への転換及び化石燃料の効率的な利用を円滑
に進めることができるよう必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市民等は、地球温暖化の防止その他の環境の保全を図る
ため、環境への負荷の少ないエネルギーの利用への転換
及び化石燃料の効率的な利用を推進するよう努めるものと
する。 
（公共的設備の整備等の推進） 

第21条 市は、下水道、一般廃棄物の処理施設、環境への負
荷の低減に資する交通施設その他の環境の保全上の支障
の防止に資する公共的施設の整備その他の環境の保全に
資する事業を推進するため、必要な措置を講ずるものとす
る。 

２ 市は、公園、緑地その他の自然環境の適正な整備及びそ
の健全な利用のための事業を推進するため、必要な措置を
講ずるものとする。 
（森林等の保全及び利用等） 

第22条 市は、森林、農地、河川、海岸等（この条において
「森林等」という。）が有する環境の保全上の機能に鑑み、森
林等の保全並びにその適正な利用及び管理に関し、必要
な措置を講ずるものとする。 
（教育及び学習の振興） 

第23条 市は、環境の保全に関して市民等が活動を行う意欲
を増進させるため、学校、家庭、地域、職場等において学習
の場が設けられるよう、情報の伝達、施設の整備等に努め、
及び知識を有する人材の育成を推進することにより、環境に
関する教育及び学習の振興を図るものとする。 
（市民等の自発的な活動の促進等） 

第24条 市は、市民等が行う環境美化、再生資源の回収、緑
化の推進、希少動植物の保護等の環境の保全に関する自
発的な活動を促進するため、技術的な指導又は助言その
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他の必要な措置を講ずるものとする。 
２ 市は、前項の規定により措置を講ずるときは、環境の保全
に関する自発的な活動を行う者の連携の構築や強化に配
慮し、その者が行う活動の円滑な実施に努めるものとする。 

３ 市は、事業者が自らの事業活動に伴う環境への負荷を低
減させるための自発的な活動に取り組むことを促進するた
め、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 
第３章 施策の推進体制の整備等 

（監視体制の整備等） 
第25条 市は、公害を防止するため、監視、測定及び検査の
体制の整備並びに調査及び研究の措置を講じなければな
らない。 

２ 市は、自然環境の保全を図るため、調査及び研究の措置
を講じなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、市は、環境の保全上の支障を
防止するため、監視、測定及び検査の体制の整備並びに
調査及び研究の措置を講ずるように努めなければならな
い。 
（情報及び市民意見の収集等） 

第26条 市は、環境の状況その他の環境の保全に関する情
報の収集に努めるとともに、市民等がこれらの情報を共有し、
その適切な利用を図ることができるように必要な措置を講ず
るものとする。 

２ 市は、環境の保全に関する市民等の意見を収集し、当該
意見を市の施策に反映させるよう努めるものとする。 
（国等との協力） 

第27条 市は、広域的な取組を必要とする施策については、
国、静岡県及び他の地方公共団体と協力して推進するよう
努めるものとする。 
（財源の確保） 

第28条 市は、環境の保全に関する施策の円滑な推進のた
めに必要な財源の確保に努めるものとする。 

 
第４章 地球環境の保全の推進 

（情報の提供等の推進） 
第29条 市は、市民等の日常的活動が地球環境に与える影
響について必要な情報を提供する等地球環境の保全に関
する活動の助長に資する施策を推進するものとする。 
（国際協力の推進） 

第30条 市は、地球環境の保全に関する国際協力を推進す
るため、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 
第５章 環境審議会及び環境政策会議 

（静岡市環境審議会） 
第31条 市の環境の保全に関する基本的事項について調査
し、及び審議するため、環境基本法（平成５年法律第91号）
第44条の規定に基づき、静岡市環境審議会（以下「審議会」
という。）を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査し、
及び審議する。 
（１） 環境基本計画に関すること。 
（２） 前号に掲げるもののほか、環境の保全に関する基本 
的事項 

（３） 他の条例の規定によりその権限に属された事項 
（４） 前３号に掲げるもののほか、必要があると認める事項 

３ 審議会は、委員15人以内をもって組織する。 
４ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
（１） 学識経験がある者 
（２） 市民 
（３） 市民団体の代表者 
（４） 事業者の代表者 
（５） 関係行政機関の職員 

５ 市長は、前項第２号に掲げる審議会の委員の選任に当
たっては、公募の方法によるよう努めるものとする。 

６ 審議会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、
補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

    （平18条例110・一部改正） 
 （静岡市環境政策会議） 
第32条 第13条第１項に規定する検討、調整及び評価等を行
うため、静岡市環境政策会議（以下「環境政策会議」という。）
を置く。 

２ 環境政策会議は、次に掲げる事項を調査し、及び審議す
る。 
（１） 第13条第１項の規定による施策の策定の際の検討、 
調整及び評価に関すること。 

（２） 市の環境の保全に関する施策についての総合的な調 
整に関すること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、必要があると認める事項 
３ 環境政策会議は、委員若干人をもって組織する。 
４ 委員は、市職員のうちから市長が任命する。 
 

第６章 雑則 
（委任） 
第33条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め
る。 

 
附 則 

（施行期日） 
１ この条例は、平成16年４月１日から施行する。ただし、第13
条及び第32条の規定は、平成17年４月１日から施行する。 

 （適用） 
２ 第12条の規定は、平成16年度に係る年次報告書から適用
する。 

附 則（平成18年10月16日条例第110号） 
この条例は、平成18年11月１日から施行する。 
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氏名 所属・役職等 備考 

岩
いわ

原
はら

 雅
まさ

美
み

 公募委員  

岩
いわ

堀
ほり

 恵
けい

祐
すけ

 宮城大学理事、食産業学部教授 会長 

兼
かね

髙
たか

 里
り

佳
か

 特定非営利活動法人しずおか環境教育研究会理事  

久
く

留
る

戸
と

 涼
りょう

子
こ

 常葉大学教育学部准教授  

志
し

村
むら

 俊
とし

昭
あき

 公募委員  

菅
すが

本
もと

 裕
ひろ

久
ひさ

 静岡市環境保全推進協力会運営委員長  

杉山
すぎやま

 涼子
りょうこ

 常葉大学社会環境学部教授 副会長 

鈴
すず

木
き

 滋
しげ

彦
ひこ

 静岡大学副学長兼国際交流センター長 副会長 

滝
たき

 早
さ

苗
なえ

 しずおか市消費者協会理事  

丹沢
たんざわ

 哲郎
てつろう

 静岡大学教育学部教授  

中
なか

嶋
じま

 聡
さとし

 公募委員  

成
なり

田
た

 尚
ひさ

史
し

 東海大学海洋学部教授  

藤
ふじ

田
た

 憲
けん

一
いち

 静岡文化芸術大学名誉教授兼文化政策学部特任教授  

水
みず

谷
たに

 直
なお

樹
き

 国土交通省中部地方整備局静岡河川事務所長  

宮
みや

本
もと

 仁
ひと

美
み

 静岡地方気象台長  

 

 

 

 
 

平成 26 年 会議等の名称 検討・審議内容 

2 月 17 日 静岡市環境に関するアンケート調査の実施 

（平成 26 年 3月 14 日まで） 

市 民 2,000（回答率 42.7％） 

事業者 1,000（回答率 48.4％） 

7 月 23 日 第 1回庁内検討委員会 計画骨子の検討 

8 月 22 日 静岡市環境審議会 諮問、計画骨子の審議 

10 月 9 日 第 2回庁内検討委員会 計画案の検討 

11 月 4 日 静岡市環境審議会 計画案の審議 

 17 日 パブリックコメントの実施（12 月 17 日まで） 環境総務課窓口、各区役所の市政情報コー

ナー、市ホームページで閲覧 

12 月 22 日 第 3回庁内検討委員会 計画案の検討 

平成 27 年   

1 月 26 日 静岡市環境審議会 計画案の最終審議、答申の決定 

2 月 9 日 市長に第２次環境基本計画（答申）を提出  

2 月 25 日 静岡市経営会議  

3 月  計画の策定  
 

  

資料３ 計画策定の経緯 

資料２ 静岡市環境審議会委員名簿 
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あ行 
■アイドリング 
自動車の停車中にエンジンをかけたままにすること。

不必要なアイドリングは、ガソリンの無駄遣いだけでなく、
大気汚染や地球温暖化の原因となる。 
 
■悪臭 
いやな「におい」、不快な「におい」の総称。「環境基

本法」により、大気汚染や水質汚濁などと並んで典型七
公害の一つになっている。一般的には、嗅覚を通じて、
気分を悪くさせたり、頭痛・食欲減退などを起こさせるな
どの原因となる程度の影響があれば悪臭としているもの
と理解され、「悪臭防止法」で規制がなされている。 
 
■アスベスト 
石綿ともいわれ、天然に存在する繊維状の鉱物。軟

らかく、耐熱・耐磨耗性にすぐれているため、ボイラー
暖房パイプの被覆、建築材など広く利用されていた。し
かし、繊維が肺に突き刺さったりすると肺がんや中皮腫
の原因になることが明らかになり、平成元年に大気汚
染防止法に基づく「特定粉じん」に指定され、使用制
限または禁止されるようになった。 
 
■アドプトプログラム   
市民と行政などが協働で進める環境美化活動のこと。

「アドプト」とは「養子縁組する」という意味であり、企業や
地域住民などが道路や公園など一定の公共の場所の
里親となり、定期的・継続的に清掃活動を行い、行政が
これを支援する仕組みをいう。 
 
■ウォームビズ 
暖房時のオフィスの室温を２０℃にした場合でも、

ちょっとした工夫により「暖かく効率的に働くことができる」
というイメージを分かりやすく表現した、秋冬の新しいビ
ジネススタイルの愛称。 
 
■エコアクション２１ 
中小事業者等の環境への取り組みを支援するととも

に、その取り組みを効果的・効率的に実施させる簡易な
環境経営システム。二酸化炭素や廃棄物排出量などを
把握し、省エネルギーや廃棄物の削減・リサイクルなど
に取り組むことが規定されている。 
 
■エコクッキング 
買い物からはじまり、献立、調理、食事、片付け、排

水やごみ処理など、毎日の食生活全般にわたって環境
を大切にする暮らしを考え、行動すること。「エコ」はエコ
ロジカル（生態学的）とエコノミカル（経済的）の両方の
意味を表している。 
 
■エコツーリズム 
自然や文化などの環境を損なわない範囲で、自然観

察や先住民の生活や歴史を学ぶ、新しいスタイルの観
光形態。環境と経済の好循環をもたらす取り組みとして
注目されている。 
 

■エコドライブ 
省エネルギー、二酸化炭素や大気汚染物質の排出

削減のための運転技術を指す概念。主な内容は、アイ
ドリングストップの実施、経済速度の遵守、急発進や急
加速、急ブレーキを控えること、適正なタイヤ空気圧の
点検などがあげられる。 
 
■エコファーマー 
「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関す

る法律（持続農業法）」に基づき、農業者が「土づくりと
化学肥料・化学合成農薬の使用低減に一体的に取り組
む計画」を都道府県知事など※に提出し、都道府県知
事など※によって、計画が適当である旨の認定を受けた
農業者（認定農業者）の愛称。 ※静岡市の場合は静岡市長 

 
■屋上緑化・壁面緑化 
都市におけるヒートアイランド現象の緩和を主な目的

として、ビルなどの屋上や壁面に草木を植えること。屋
上緑化や壁面緑化は、このほかにも大気汚染物質を浄
化する、植物や土壌の保水作用により急激な雨水流出
を抑制し、都市型水害を防ぐなどの効果がある。 
 
■温室効果ガス 
大気中に微量に含まれる気体が地球から宇宙に向

かって放出する熱を吸収した後、再び地表に向けて熱
を放出することにより地表付近の大気を暖めることを温
室効果といい、この効果をもたらす気体を温室効果ガス
という。主なものは二酸化炭素、メタン、フロン、一酸化
二窒素などがある。 
 

か行 
■外来種 
今まで生息していなかった地域に、自然状態では通

常起こり得ない手段によって移動し、そこに定着して自
然繁殖するようになった種のこと。 
 
■合併処理浄化槽   
風呂や台所排水などの生活雑排水と、し尿を合わせ

て処理する浄化槽。し尿だけしか処理できない単独浄
化槽に比べ、水質汚濁物質の削減量が極めて多い。比
較的安価で容易に設置できることから、小さな集落など
での生活排水処理の有力な方法となっている。 
 
■環境基準 
環境基準は、「環境基本法」で「大気の汚染、水質の

汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件につ
いて、それぞれ人の健康を保護し、及び生活環境を保
全する上で維持されることが望ましい基準」と定められ
ている。これは、行政上の目標として定められているも
ので、公害発生源を直接規制するための規制基準とは
異なる。 
 
■環境基本計画 
「環境基本法」に基づき、政府全体の環境保全に関

する総合的・長期的な施策の大綱、環境の保全に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な

資料４ 用語解説 
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事項を定めるもの。循環・共生・参加・国際的取り組みを
長期的目標に掲げ、平成２４年４月には第四次環境基
本計画が閣議決定された。 

 
■環境基本法   
平成５年１１月に制定された、環境政策の基本的方

向を示す法律。地球環境問題や都市・生活型環境問題
に対処していくために、個別に行われていた公害対策、
自然環境保全の枠を越え、国・地方公共団体・事業者・
国民など全ての主体の参加による取り組みが不可欠と
の観点から、環境行政を総合的に推進していくための
法制度として整備された。 
 
■環境保全型農業 
農薬、化学肥料などの使用量の削減や、有機物を積

極的に利用した土づくりなどの実施により、環境に与え
る負荷をより少なくし、持続可能な生産を目指した農業
をいう。 
 
■環境ホルモン（外因性内分泌撹乱化学物質） 
環境中にあり、動物の生体内に取り込まれると、正常

なホルモンの働きを阻害して、内分泌を撹乱させる作用
を持つ化学物質をいう。ダイオキシン類、ＰＣＢ、有機ス
ズ化合物など、およそ７０種類が疑われる化学物質とし
てあげられている。 

 
■環境マネジメントシステム 
ＥＭＳ（Environmental Management System）の日本

語訳で、事業活動による環境負荷の低減を目指すため
の環境管理の仕組みを指す。 

 
■間伐 
成長に伴って混みすぎた林の立木を一部抜き切りす

ること。 
 
■涵養機能 
森林の土壌が降水を貯留し、河川へ流れ込む水の

量を平準化して洪水を緩和するとともに、川の流量
を安定させる機能。 
 
■緩和 
温室効果ガスの排出削減と吸収の対策を行うこと。省

エネルギーや再生可能エネルギーの普及、二酸化炭
素貯留（ＣＣＳ）の普及、植物による二酸化炭素の吸収
源対策などが挙げられる。一方、もうひとつの地球温暖
化対策として「適応」がある。 
 
■貴重種 
天然記念物や希少野生動植物種、レッドリスト・レッド

データブックの絶滅危倶種などに指定されている生物
種のこと。 
 
■京都議定書基準年度 
京都議定書の基準年度は、ＣＯ２、ＣＨ4、Ｎ２Ｏが平

成２年度（１９９０年度）、ＨＦＣｓ、ＰＦＣｓ、ＳＦ６が平成７
年度（１９９５年度）とされている。 

 
■グラウンドワーク 
住民、企業、行政等のパートナーシップにより、身近

な地域の環境を見直し、自らの手で改善していく地域

の環境改善活動。 
 
■グリーンイノベーション 
エネルギーや環境分野においてこれまでとは全く

違った新たな考え方、仕組みを取り入れて、新たな価値
を生み出し、社会的に大きな変化を起こすこと。 
 
■グリーン経済 
持続可能な発展の実現に向けた環境に配慮した経

済のこと。環境、経済、社会における政策や技術革新を
連携して進め、資源を効率的に利用するとともに生物多
様性を保全して、経済成長と持続可能性の両立を目指
す。 
 
■グリーンコンシューマー 
日常の買い物で環境のことを考えて商品やお店を選

んだり、日々の生活を人と地球が共に健やかに生きるこ
とができるように考えて購入する消費者のこと。 
 

■グリーンツーリズム 
農山漁村で都会では決して味わえない農山漁村の

豊かな自然と親しみ、その自然に調和して営まれる農
林体験などを楽しみながら学び、地域の生活、伝統文
化、人々とふれあってゆっくりと滞在することを目的とし
た余暇休暇の総称。 
 
■クールビズ 
冷房時のオフィスの室温を２８℃にした場合でも、「涼

しく効率的に働くことができる」というイメージを分かりや
すく表現した、夏の新しいビジネススタイルの愛称。 
 
■光化学オキシダント 
自動車や工場などから排出された窒素酸化物や炭

化水素が、強い紫外線によって光化学反応を起こし、
オゾンなどの酸化物質が生成される。これらの物質が高
い濃度になり、人の粘膜や呼吸器に影響を及ぼすほか、
植物にも影響を与えるものを光化学オキシダントという。 
 
■高効率給湯器 
エネルギーの消費効率に優れた給湯器。従来の瞬

間型ガス給湯機に比べて設備費は高いが、二酸化炭
素排出削減量やランニングコストの面で優れている。潜
熱回収型・ガスエンジン型・二酸化炭素冷媒ヒートポン
プ型などがある。 
 
■こどもエコクラブ 
次代を担う子どもたち（小中学生）が楽しく環境を学

び、環境保全活動を行うために環境省が平成７年に発
足させた。身近な野鳥や草花の観察などをプログラムに
沿って行う。 

 
 

さ行 
■再生可能エネルギー 
エネルギー源として永続的に利用することができる再

生可能エネルギー源を利用することにより生じるエネル
ギーの総称。具体的には、太陽光、風力、水力、地熱、
太陽熱、バイオマスなどをエネルギー源として利用する
ことを指す。 
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■里地里山 
奥山と都市の中間に位置し、集落とそれを取り巻く二

次林、それらと混在する農地、ため池、草原などで構成
される地域概念であり、生物多様性の面でも重要な役
割を果たしている。近年過疎化や開発が進み質の低下
や消失がみられる。このため、生物多様性国家戦略で
は里地里山の危機を位置付け、重点的に取り組むこと
としている。 

 
■市街化区域 
都市計画区域のうち、既に市街地になっている区域

や公共施設の整備や面的な整備を行うことによって積
極的に市街地を形成していく区域。 
 
■市街化調整区域 
都市計画区域のうち、開発行為は原則として抑制さ

れ、都市施設の整備も原則として行われない区域。た
だし、一定規模までの農林水産業施設や公的な施設な
どは可能である。既存建築物を除いては、全般的に農
林水産業などの田園地帯とすることが企図されている。 
 
■静岡県環境基本計画 
「静岡県環境基本条例」の基本理念である「健全で恵

み豊かな環境の恵沢の享受と将来世代への継承」を図
るため、平成９年３月に策定された計画。その後、計画
の見直しが行われ、最新では、平成２３年３月に｢第３次
静岡県環境基本計画｣が策定されている。 
 
■次世代エネルギーパーク 
再生可能エネルギーをはじめとした次世代のエネル

ギーに、実際に国民が見て触れる機会を増やすことを
通じて、地球環境と調和した将来のエネルギーの在り方
に関する理解の増進を図る計画を経済産業省が認定
するもの。 

 
■次世代省エネルギー基準 
「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」第７３

条に基づいて規定された省エネ住宅の基準。平成１１
年に公布され、現在のものは「住宅に係るエネルギーの
使用の合理化に関する建築主など及び特定建築物の
所有者の判断の基準」及び「住宅に係わるエネルギー
の使用の合理化に関する設計、施工及び維持保全の
指針」として平成１８年３月に公布された。上記の告示に
定めるものと同等以上の性能を有する工法かどうかの
評価を行い、適合すると判断されたものに対して「次世
代省エネ基準適合住宅」の評定書が交付される。 
 
■次世代自動車 
ハイブリッド車、電気自動車、プラグインハイブリッド

自動車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル車、天然
ガス自動車などを次世代自動車と呼ぶ。新車販売に占
める次世代自動車の割合は、２０１３年度時点では２３％
となっているが、国は２０３０年までに５～７割にする目標
を掲げている。 
 
■臭気指数規制 
人の臭覚を使ってにおいを判断し、その結果から算

出された「臭気指数」を使って工場などからの悪臭の排
出を規制するもの。従来は悪臭物質の濃度を機器で測
定し、その濃度によって規制していた。しかし、悪臭は

複数物質の存在により、においの程度が変化する可能
性があり、複数物質を機器で測定するにも限界があるこ
とから、臭気指数の導入が増えている。 
 

■集団回収 
同じ地域に住む人々が、一定の時間と場所を決めて、

古紙などの再生資源を大量に集めて回収業者に引き
渡す回収方式。集団回収の中心となるのは、自治会・
町内会、子ども会、婦人会、ＰＴＡなどで、地域の事情
に応じた運営がされている。 
 
■小水力発電 
「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法

（新エネ法）」の対象では、出力１，０００ｋＷ以下の比較
的小規模な発電設備を総称して「小水力発電」と呼ぶ。
用水路、小河川、道路脇の側溝の水流、水道など、さま
ざまな水流を利用して発電を行うこと。 
 
■水素ステーション 
燃料電池自動車の動力源である水素を製造・供給

するための施設。水素を輸送して貯蔵するオフサイ
ト型と、都市ガスを改質するなどして水素をその場
で製造するオンサイト型がある。 
 
■スマートコミュニティ 
再生可能エネルギーやコージェネレーションなどの

分散型エネルギーを使いながら、ＩＴや蓄電池などの技
術を活用したエネルギーマネジメントシステムを通じて、
エネルギー需給を総合的に管理する社会システム。 
 
■スマートハウス 
太陽光発電や蓄電池などのエネルギー機器や電化

製品、住宅機器などをコントロールし、エネルギーマネ
ジメントを行うことで、二酸化炭素排出の削減を実現す
る省エネ住宅のことを指す。 
 
■生物多様性 
自然生態系を構成する動物、植物、微生物などの地

球上の豊かな生物種の多様性と、その遺伝子の多様性、
地域ごとの生態系の多様性を包括する概念。地球上に
生物が誕生し、その生物の進化に伴って増してきた多
様性が、人間活動によって失われてきている。これに対
応するものとして「絶滅のおそれのある野生動植物の種
の国際取引に関する条約（ワシントン条約）」や「生物多
様性に関する条約」などが締結されている。 
 
■生物多様性基本法 
わが国初の生物多様性の保全を目的とした基本法と

して、平成２０年６月から施行されている。生物多様性の
もたらす恵沢を次の世代に引き継いでいくため、事業計
画の立案段階で事業者が環境アセスメントを実施する
よう国に必要な措置を求めるなど、生物多様性の保全
施策に関する規定を整備した。また、政府による「生物
多様性国家基本計画」の策定や、地方自治体による計
画策定なども定めている。 
 
■生物多様性地域戦略 
「生物多様性基本法」第１３条の規定に基づき、都道

府県及び市町村が、「生物多様性国家戦略」を基本とし
て、当該自治体の区域内における生物の多様性の保
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全及び持続可能な利用に関して定める基本的な計画。
各地方自治体は単独で、あるいは共同して策定するよ
う努めることとされている。 
 
■世界遺産 
１９７２年の第１７回ユネスコ総会で採択された「世界

の文化遺産および自然遺産の保護に関する条約」の略
称。人類にとって普遍的な価値を有する世界の文化遺
産、自然遺産を、特定の国や民族のものとしてだけでな
く、人類のかけがえのない財産として、各国が協力して
守っていくことを目的としている。１９７５年に発効した。
締約国は、登録候補地を「世界遺産委員会」に申請し、
世界遺産として相応しいと認定されると「世界遺産リスト」
に登録される。 
 
■ゼロエミッション 
生産工程で排出される廃棄物を、他の原料として再

生利用するなど、廃棄物を出さないシステムのこと。 
 
■潜熱回収給湯器 
従来型給湯器の一次熱交換器に加え、二次熱交換

器を設置し、排気ガスから潜熱を回収することで、効率
を向上させた給湯器。従来のガス給湯器では排気ロス
となっていた潜熱（水蒸気として大気に放出されていた
熱）を回収できるため、約８０％が限界だった給湯効率
を 95％までに向上させている。 
 

た行 
■ダイオキシン類  
有機塩素系化合物の一つ。ポリ塩化ジベンゾ-パラ-

ジオキシン、ポリ塩化ジベンゾフラン、コプラナーポリ塩
化ビフェニルの３物質がダイオキシン類として定義され
ている。 
 
■地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 
「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２０条の３

第３項に基づき、区域から排出される温室効果ガス削減
のための実行計画（区域施策編）であり、都道府県、政
令指定都市、中核市、特例市に策定義務がある。 
 
■地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 
「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２０条の３

第１項に基づき、都道府県及び市町村が作成する温室
効果ガス削減のための実行計画（事務事業編）であり、
都道府県及び市町村の事務事業から排出される温室
効果ガスが対象となる。 
 
■地球温暖化対策の推進に関する法律 
地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ３）で採択された「京

都議定書」を受けて、国、地方公共団体、事業者、国民
が一体となって地球温暖化対策に取り組むための枠組
みを定めたもの。平成１０年１０月に公布され、平成１１
年４月から施行されている。 
 
■長期優良住宅認定制度 
長期優良住宅とは、長期にわたり良好な状態で使用

するための措置がその構造及び設備について講じられ
た優良な住宅のことをいう。当該住宅の建築及び維持
保全に関する計画（長期優良住宅建築等計画）を作成
し、所管行政庁の認定を受けることで、税制上の優遇を

受けることができる。 
 
■鳥獣保護区 
 「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」によ
り、鳥獣の保護繁殖を図ることを目的として定められる
区域。同区域内での狩猟は禁止されている。 

 
■低炭素社会 
二酸化炭素の排出が少ない社会のこと。低炭素型社

会ともいう。低炭素経済（Low-carbon economy）は経済
システムを重視した概念であるが、基本的には同じであ
る。 
 
■低排出ガス自動車 
「低排出ガス車認定要領」に基づく低排出ガス認定

車。 
 
■適応  
既に起こりつつある気候変動影響への防止・軽減の

ための備えと、新しい気候条件の利用を行うことを「適
応」という。防災・減災対策や農作物の品種変更、熱中
症や感染症への対策などがある。一方、もうひとつの地
球温暖化対策として「緩和」がある。 
 
■特定外来生物 
外来生物のうち、特に生態系などへの被害が認めら

れるものとして、「外来生物法」によって規定された種。
特定外来生物に指定されると、ペットも含めて飼育、栽
培、保管又は運搬、譲渡、輸入、野外への放出などが
禁止される。植物ではアレチウリ、オオキンケイギク、オ
オハンゴウソウなど、動物ではアライグマ、タイワンリス、
ウシガエル、カミツキガメ、ソウシチョウ、オオクチバス、
ブルーギル、セアカゴケグモなどがある。 
 
■特定植物群落 
環境省が行っている自然環境保全基礎調査のうち、

特定植物群落調査において、特定植物群落選定基準
に該当する植物群落を指す。 
 

な行 
■二酸化硫黄（ＳＯ２） 
石油や石炭など、硫黄分を含んだ燃料の燃焼により

発生する。二酸化硫黄は呼吸器への悪影響があり、四
日市ぜんそくの原因となったことで知られる。 
 
■二酸化窒素（ＮＯ２） 
石油や石炭などの窒素分を含んだ燃料の燃焼により

発生する。高温燃焼の過程でまず一酸化窒素が生成さ
れ、これが大気中の酸素と結びついて二酸化窒素にな
る。呼吸器系に悪影響を与える。 
 
■二次林 
過去に伐採・山火事・風害などの影響を受けた後、植

物体の再生や土中の種子が成長して成立した樹林。 
 
■燃料電池 
水素と酸素を化学反応させて、直接、電気を発電す

る装置。燃料となる水素は、天然ガスやメタノールを改
質して作るのが一般的である。酸素は大気中から取り
入れる。また、発電と同時に発生する熱も生かすことが
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できる。 
 
■燃料電池自動車（水素自動車：ＦＣＶ） 
発電装置として燃料電池を搭載した自動車のこと。燃

料電池では、水素と酸素を化学反応させて電気を発生
させる。エネルギーの利用効率が高く、排出ガスがク
リーン(燃料として水素を使う場合は、排出されるのは水
のみ)である。 
 
■野焼き 
法律で認められた方法以外で物を燃やす行為をいう。

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」には、「何人も、
次に掲げる方法による場合を除き、廃棄物を焼却して
はならない」との規定があり、家の庭先などで木くず・紙
くず・廃プラスチックなどのごみを燃やすことは野焼きに
なる。しかし、どんど焼きなどの風俗習慣上又は宗教上
の行事、焼き畑などの農業・林業・漁業を営むためにや
むを得ないものなどは例外とされている。 
 

は行 
■ハイブリッド自動車 
エンジンとモーターの二つの動力源を持ち、それぞ

れの利点を組み合わせて駆動することにより、省エネと
低公害を実現する自動車。 
 
■ハザードマップ 
どこでどのような災害が起こるかを予測する地図。予

測される災害の発生地点、被害の拡大範囲および被害
程度、避難経路、避難場所などの情報が図示されてい
る。災害発生時に住民などは迅速・的確に避難を行うこ
とができ、また二次災害発生予想箇所を避けることがで
きるため、災害による被害低減に非常に有効である。 
 
■ビオトープ 
生物を表す「ビオ」と場所を表す「トープ」を組み合わ

せたドイツ語の造語で、「生物生息・生育空間」と訳され
る。 
 
■微小粒子状物質（ＰＭ２．５） 
浮遊粒子状物質より小さい粒子で、粒径が2.5マイク

ロメートルの粒子を５０％の割合で分離できる分粒装置
を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取さ
れる粒子をいう。通常の浮遊粒子状物質よりも肺の奥ま
で入り込むため、ぜん息や気管支炎を起こす確率が高
いといわれている。 
 
■ヒートアイランド現象 
都市では高密度のエネルギーが消費されており、加

えて都市の地面の大部分はコンクリートやアスファルト
などの乾燥した物質で覆われているため水分の蒸発に
よる温度の低下がなく、日中蓄えた日射熱を夜間に放
出するため、夜間気温が下がらない状態になる。この結
果、都市部では郊外と比べて気温が高くなり等温線を
描くとあたかも都市を中心とした「島」があるように見える
ことから、ヒートアイランド現象と呼ばれている。このよう
な現象は東京などの大都市では既に日常生活の中で
実感できる程までになっている。 

 
■ヒートポンプ給湯器 
気体（冷媒）を圧縮すると温度が上昇し、減圧すると

温度が下がる原理（ヒートポンプ）を利用した給湯器。大
気の熱を熱源として、コンプレッサーや熱交換器のファ
ンに使った電気エネルギーの３倍以上の熱エネルギー
を取り出すことができるので、大変効率が良く、地球温
暖化防止技術として注目されている。 

 
■浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 
大気中に浮遊する粒子状物質のうち、その粒径が  

０．０１ｍｍ以下のものをいう。大気中に長期間滞留し、
肺や気管などに沈着するなどして呼吸器に影響を及ぼ
すおそれがあるため、環境基準が設定されている。工
場の事業活動や自動車の走行などに伴い発生するほ
か、風による巻き上げなどの自然現象によるものもある。 
 
■プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ） 
コンセントから差込プラグを用いて直接バッテリーに

充電できるハイブリッドカーであり、ガソリン車と電気自
動車の長所を併せ持っている。 
 
■ポケットパーク 
道路整備や交差点の改良によって生まれたスペース

に、ベンチを置くなどして作った小さな公園。 
 

ま行 
■マニフェスト 
産業廃棄物の収集・運搬や中間処理、最終処分など

を他人に委託する場合、排出者が委託者に対して「マ
ニフェスト（産業廃棄物管理票）」を交付し、委託した内
容どおりの処理が適正に行われたことを確認するため
の制度。平成10年12月からは、従来の複写式伝票に加
えて、電子情報を活用する電子マニフェスト制度が導入
された。 
 
■水循環基本法 
健全な水循環の維持と回復を図るため、水循環に関

する施策の基本理念や、国・地方自治体・事業者・国民
の責務を定めた法律。平成２６年４月に公布され、同年
７月１日に施行された。水を「国民共有の貴重な財産」と
位置づけ、政府による水循環基本計画の策定、国など
による流域管理、水循環政策本部の設置、水循環政策
担当大臣の任命などを定めている。また、国民の水循
環に関する理解と関心を深めるため、８月１日を「水の
日」とした。海外資本による水源地の買収に歯止めをか
ける制度としても注目されている。 
 
■メガソーラー 
出力１，０００キロワット（＝１メガワット）程度以上の規

模を有する太陽光発電システムのこと。 
 
■モーダルシフト 
自動車などに偏った輸送機関を鉄道、船舶、バスな

どの公共的な輸送機関に移行させること。 
 

や行 
■ユネスコエコパーク 
生態系の保全と持続可能な利活用の調和（自然と人

間社会の共生）を目的として、ユネスコが開始し、ユネス
コの自然科学セクターで実施されるユネスコ人間と生物
圏（MAB：Man and the Biosphere）計画における事業の
ひとつ。 地域の豊かな生態系や生物多様性を保全し、
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自然に学ぶと共に、文化的にも経済・社会的にも持続
可能な発展を目指す取り組みである。ユネスコエコパー
クは国内で親しみをもってもらうためにつけられた通称
で、海外では「BR:Biosphere Reserves（生物圏保存地
域）」と呼ばれている。 
 
■要注意外来生物 
現時点では「外来生物法」の規制対象となっておらず、

飼養などができるが、生態系や人の生命に対する被害
が指摘され、取扱いに注意が必要な種。植物ではセイ
タカアワダチソウ、ホテイアオイ、ブタクサ など、動物で
はミシシッピアカミミガメ、アメリカザリガニ、スクミリンゴガ
イ、ムラサキイガイ などがある。 
 
■溶融スラグ 
焼却灰を高温で溶かし（溶融）、灰に含まれるダイオ

キシン類を分解し、重金属を封じ込め、水で急速に冷
すことにより生成される安全なガラス状固化物。このよう
に製造された溶融スラグは、砂状のガラス質であるため、
砂の替わりとして建設資材に利用することができ、天然
資源の保護および最終処分場の延命化等、環境への
負荷を低減した循環型社会の構築が図れる材料として
期待されている。 
 
ら行 
■リバーフレンドシップ制度 
河川美化活動を行政機関が支援する制度で、静岡

県の「協働」事業の一環として平成１６年２月から施行さ
れている。県が管理する一定区間において、住民や利
用者等がリバーフレンドとなり、清掃や河川美化活動を
行うことにより、「みんなの川」を「みんなで守っていく」意
識向上や、身近な環境保護に関する意識啓発に繋げ
ていただくことを目的としている。 

 
■レッドリスト 
国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が世界各国の専門家の

協力によって作成した絶滅のおそれのある種のリスト。 
 

英数 
■ＢＥＭＳ 
 ビル等の建物内で使用する電力消費量等を計測蓄
積し、導入拠点や遠隔での「見える化」を図り、空調・
照明設備等の接続機器の制御や電力使用ピークを抑
制・制御する機能等を有するエネルギー管理システム
のこと。 
 
■ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） 
河川水や排水の汚濁の程度を示す。水中の微生物

により有機物が分解されるときに消費される酸素の量で、
数値が高いほど有機物による汚染が進んでいることに
なる。 
 
■ＣＡＳＢＥＥ静岡 
「静岡県建築物環境配慮制度」では、建築物の環境

性能を総合的に評価し、また、分かりやすく環境配慮の
取り組みに関する情報を提供する必要があるため、「Ｃ
ＡＳＢＥＥ静岡」という評価ツールを用いている。建築物
総合環境性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）は、平成１５年
に国土交通省、学識経験者など産官学の共同により開
発されたシステムである。ＣＡＳＢＥＥはいくつかの評価

ツールで構成されており、静岡県の地域特性や関連す
る諸制度における取り組みを考慮して「ＣＡＳＢＥＥ新築
（簡易版）」を一部編集し直したシステムが「ＣＡＳＢＥＥ
静岡」である。 
 
■ＣＥＭＳ 
地域における電力の需要・供給を統合的に管理する

システム。地域全体の節電を行うスマートグリッドの中核
となる。火力発電などの基幹電源に加え、太陽光や風
力による発電量と、住宅やビルの電力消費量をスマート
メーターでリアルタイムに把握し、需要と供給を常に最
適化させる。 
 
■ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 
海水や湖沼の汚濁の程度を示す。水中の有機物を

酸化剤で分解する際に消費される酸素の量で、数値が
高いほど有機物による汚染が進んでいることになる。 
 
■ＥＳＣＯ事業 
ビルや工場の省エネ化に必要な、「技術」・「設備」・

「人材」・「資金」などのすべてを包括的に提供するサー
ビス。省エネ効果を保証するとともに、省エネルギー改
修に要した投資・金利返済・経費などが、すべて省エネ
ルギーによる経費削減分で賄われるため、導入企業に
おける新たな経済的負担はなく、契約期間終了後の経
費削減分はすべて顧客の利益となる。 
 
■ＥＳＤ 
「持続可能な開発のための教育」を表す英語

Education for Sustainable Development の頭文字をとっ
たもの。ESD は環境教育をはじめ、エネルギー教育・防
災教育・福祉教育・平和教育・人権教育などあらゆる分
野の教育を含む概念である。 
 
■ＥＶ（電気自動車） 
ＥＶとは、Electric Vehicle の略で、日本語では電気自

動車という。近年、資源制約や環境問題への関心の高
まりを背景に、電気自動車が注目を集めている。 
 
■ＨＥＭＳ 
住宅のエアコンや給湯器、照明等のエネルギー消

費機器、太陽光発電システムやガスコージェネレーショ
ンシステム（燃料電池等）などのエネルギー生産機器と、
発電した電気等を備える蓄電池や電気自動車（ＥＶ）な
どの蓄エネ機器をネットワーク化し、居住者の快適やエ
ネルギー使用量の削減を目的に、エネルギーを管理
するシステムのこと。 
 
■Ｈｆ蛍光灯 
高周波点灯専用形蛍光ランプのことで、蛍光灯安定

器（インバータ式）と組み合わせた、Ｈｆ専用器具で使用
され、高効率・高出力を実現している。  
 
■ＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン） 
オゾン層破壊効果はないものの、強力な温室効果ガ

スであり、京都議定書において削減の対象となっている
気体。代替フロンの一種で、ＣＦＣ（クロロフルオロカー
ボン）、ＨＣＦＣ（ハイドロクロロフルオロカーボン）などの
代替物質として使用される。 
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■ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル） 
世界気象機関(ＷＭＯ)と国連環境計画(ＵＮＥＰ)が共

同で設置した研究機関「気候変動に関する政府間パネ
ル(Intergovernmental Panel on Climate Change)」の略称。
温室効果ガスの増加に伴う地球温暖化の実態把握と、
社会経済への影響の予測、対策の検討が行われており、
平成２６年には第５次評価報告書が発行された。 
 
■ＩＳＯ１４００１  
環境マネジメントシステム（環境管理のためのしくみ）

に関する国際標準規格。 
 
■ＮＰＯ 
「NonProfit Organization」又は「Not for Profit 

Organization」の略称で、様々な社会貢献活動を行い、
団体の構成員に対し収益を分配することを目的としない
団体の総称。 

 
■ＰＣＢ廃棄物 
ポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)、ポリ塩化ビフェニルを含

む油またはポリ塩化ビフェニルが塗布され、染み込み、
付着し、もしくは封入された物が廃棄物となったもの（環
境に影響を及ぼすおそれの少ないものとして政令で定
めるものを除く）をいう。ＰＣＢ廃棄物は、難分解性で人
の健康および生活環境に係る被害を生ずるおそれがあ
ることから、特別管理産業廃棄物に定められている。平
成１３年６月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処
理の推進に関する特別措置法」が定められ、事業者が
保管しているＰＣＢ廃棄物は、自ら処分し、または、処分
を他人に委託しなければならないことになっている。  
 
■ＰＤＣＡサイクル 
業務プロセスの管理手法の一つで、計画(plan)→実

行(do)→評価(check)→改善(action)という4段階の活動
を繰り返し行なうことで、継続的にプロセスを改善してい
く手法。 

 
■ＰＦＣ（パーフルオロカーボン） 
強力な温室効果ガスであり、京都議定書において削

減の対象となっている気体。半導体・液晶製造時に使
用される。 
 
■ＰＲＴＲ（化学物質排出移動量届出）法 
「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管

理の改善の促進に関する法律」の略称で、平成１１年７
月に制定された。有害性のある化学物質の環境への排
出量及び廃棄物に含まれての移動量を登録して公表
する仕組み。国が事業者の報告や推計に基づき、対象
化学物質の大気、水、土壌への排出量や、廃棄物に含
まれる形での移動量を集計し、公表する。ＰＲＴＲ（化学
物質排出移動量届出）制度ともいう。 
 
■ＳＦ６（六フッ化硫黄） 
強力な温室効果ガスであり、京都議定書において削

減の対象となっている気体。熱的、化学的に安定し耐
熱性、不燃性、非腐食性に優れているため、変圧器な
どに封入される電気絶縁ガスとして使用されるほか、半
導体や液晶の製造工程でも使われている。 
 
 

■４Ｒ 
ごみの発生をできるだけ抑制するリフューズ（Refuse）、

ごみとして排出することをできるだけ抑制するリデュース
（Reduce）、不用となったものをできるだけ再使用するリ
ユース（Reuｓe）、再生利用するリサイクル（Recycle）をい
う。 
 


